
 別  表（第２条関係）  

補 助 事 業 名 建設業若年者入職促進・人材育成事業補助 

補 助 事 業 の 目 的 

若年者の確保に向けた取組や次の世代への技術継承に対する支援を

実施することにより、建設産業の持続的な発展を図ることを目的とす

る。  

補 助 事 業 の 対 象 

と な る 者  

・定時制高校生等入職促進事業  

・工業高校生等資格取得等支援講習  

会事業  

・小中学生向け等建設業体験会事業  

・女子高校生と女性技術者との意見  

交換会事業  

別記に掲げる補助対象事業を

実施する以下のいずれかの者  

⑴建設業を営む中小企業者 (*) 

⑵当該中小企業者が代表とな  

 る協力会社との共同体  

 

＊兵庫県内に本店を有し、当該補

助申請時点において、建設業法第

３条に基づく許可の取得が５年

を超えている者  

＊資本の額又は出資の総額が３

億円以下の会社又は常時使用す

る従業員の数が 300 人以下の会社

または個人  

別記に掲げる補助対象事業を実施

する以下のいずれかの団体  

⑴兵庫県建設産業団体連合会及び  

 兵庫県建設産業団体連合会の会  

 員団体  

⑵建設業法第 27 条の 37 に規定す  

る建設業者団体  

  

補 助 事 業 の 対 象 

と な る 経 費 
別記に掲げる対象事業及び経費  

補 助 率 １／２以内  

補 助 金 の 額 

補助対象経費に補助率を乗じた

額とし、１人あたり 50 万円（１企

業当たり１人まで）を上限とする。 

ただし、1,000 円未満の端数が生

じた場合は、これを切り捨てるもの

とする。  

補助対象経費に補助率を乗じた

額で予算の範囲内とする。  

 

ただし、 1,000 円未満の端数が生

じた場合は、これを切り捨てるもの

とする。  

適 用 除 外 す る 条 項   

そ の 他 の 事 項   

 

 



別 記  

 

（補助対象事業）  

事業の区分 事業の内容 

定時制高校生等入職

促進事業 

県内定時制高校生・通信制高校生を含む若年未就業者を３ヵ

月以上期間雇用し、働きながら技能や資格を取得するための講

習・訓練を実施する事業 

工業高校生等資 格取

得等支援講習会事業  

県内工業高校生等を対象に、建設業への入職促進に繋がる資

格取得等支援講習会を開催する事業  

小中学生向け等建設

業体験会事業 

県内小中学生等にものづくり体験の魅力を伝承するため小型

建設機械等を使用した体験イベントの開催や体験イベントへ参

加する事業 

女子高校生と女性技

術者との意見交換会

事業 

女性の建設業への入職を促進するため、建設業で働く女性から

県内女子高校生に対して建設業の現状や魅力を発信する事業 

 

 

（補助対象経費） 

事業区分 補助対象経費 

定時制高校生等入職 

促進事業 
・賃金（通勤手当を含む）、社会保険料（事業主負担分）  

工業高校生等資格取

得等支援講習会事業 

・講師謝金、講師等旅費、会場使用料、委託料、その他助成する

ことが必要と認められる経費  

小中学生向け等建設

業体験会事業 

・講師謝金、講師旅費、会場使用料、建設機械使用料、建設機械

運搬費、バス借上料、その他助成することが必要と認められる

経費  

女子高校生と女性技

術者との意見交換会

事業 

・講師謝金、講師旅費、会場使用料、広告料、バス借上料、その

他助成することが必要と認められる経費  

 

 


